
(単位：千円）

［資産の部］ ［負債の部］

１．有形固定資産 １．固定負債

（１）総務費 1,166,496

（２）民生費 100,177 （１）地方債 3,092,047

（３）衛生費 96,623

（４）労働費 0 （２）債務負担行為

（５）農林水産業費 639,840 ① 物件の購入等 0

（６）商工費 792,150 ② 債務保証又は損失補償 0

（７）土木費 2,580,685 債務負担行為計 0

（８）消防費 49,513

（９）教育費 3,942,384 （３）退職給与引当金 647,514 ※退職給与引当金は、負債全体の  
（10）その他 0 　 １５．８％を 占めています。

計 9,367,868     固定負債合計 3,739,561

※ 有形固定資産は、資産全体の （ うち土地 1,657,056 ）

　　７７．１％  を占めています。 平成22年度末の町債残高は、 
    有形固定資産合計 9,367,868    3,451,980千円です。

２．投資等 ２．流動負債

（１）投資及び出資金 1,437,029 （１）翌年度償還予定額 359,933 ※町債残高は、負債全体の 
（２）貸付金 0  　８４．２％ を占めています。
（３）基金 （２）翌年度繰上充用金 0

① 特定目的基金 473,338 これからの世代が負担するものです。
② 土地開発基金 67,792     流動負債合計 359,933 有形固定資産に対する割合 44%
③ 定額運用基金 12,418

基金計 553,548

（４）退職手当組合積立金 76,624   負  債  合  計 4,099,494

    投資等合計 2,067,201

３．流動資産

（１）現金・預金 ［正味資産の部］

① 財政調整基金 390,420

③ 歳計現金 208,912 .

現金・預金計 644,513 ２．県支出金 582,781

（２）未収金 　　原則として「地方公共団体の総合的な
① 地方税 68,400 ３．一般財源等 5,836,343 　財政分析に関する調査研究会報告書」
② その他 5,957 　総務省（平成１３年３月）で示された

未収金計 74,357 　作成要領に基づきます。

    流動資産合計 718,870   正  味  資  産  合  計 8,054,445

 資  産  合  計 12,153,939  負 債・正 味 資 産 合 計 12,153,939

※債務負担行為に係る補償等 ①物件の購入等に係るもの 14,192 千円

②債務保証及び損失補償に係るもの 0 千円

③利子補給等に係るもの 32,415 千円 これまでの世代が負担したものです。
有形固定資産に対する割合 86%

＊議決を経て将来の支出が予定されている経費です

減債基金 45,181

　平成22年度バランスシート(山形県金山町）

　　普通会計（一般会計）

1,635,321

 《 作成手法 》

 《 対象会計 》

借　　　　                   　　方 貸　　　　                   　方

１．国庫支出金②

                                                   

「資産」では、町民が負担してきた税金

等、これまで収入した国庫・県支出金、

町債等の運用形態が明らかになりま

す。 

 

有形固定資産には、土地、建物、

機械装置、車両運搬具等があり

                             

公営企業会計に対する出資金を

始め、財団法人等の諸団体への

出資・出捐金の残高です。 

                                                               

“特定目的基金”は、地域基

盤整備、社会福祉の充実等特

定の目的のために資金を積み

立てる基金です。 
                         

“定額運用基金”は、特定の目的

のために定額の資金を運用する

ための基金です。 

 

基金以外の現金・預金です。 

出納閉鎖期日における当該年度

に収入された現金と支出された

現金との差額で、形式収支と一

                       

これまでに資産取得の財源として町が借り入

れた資金（町債）の未償還残高から、翌年度

償還予定額を差し引いたものです。 

                       

普通会計に属する職員の、これまでの勤務に

より発生し、将来必要となる退職手当の全額

（試算額）です。しかし、退職手当は 

                       

企業会計における“資本”ではなく、これまで

に資産取得の財源とした国や県からの負担金・

補助金、町民が負担した税金等で、返済の必要


